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第 １０ 号 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ

いて 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように制

定することとする。 

令和６年１１月２９日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬    

  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

（熊本県職員等恩給条例の一部改正） 

第１条 熊本県職員等恩給条例（大正１３年熊本県令第８号）の一部を次のように改正す

る。 

  第８条第１項第２号中「懲役若クハ禁錮ノ刑」を「拘禁刑」に改め、同条第２項中「

禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

  第１４条第２号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

  第２２条ノ２中「懲役又ハ禁錮ノ刑」を「拘禁刑」に改め、同条に次の１項を加える。 

前項ノ規定ニ拘ラズ退隠料及増加退隠料ハ之ヲ受クル者３年以下ノ拘禁刑ニ処セラレ

刑法（明治４０年法律第４５号）第２７条第２項後段ノ規定ニ依ル刑ノ全部ノ執行猶

予ノ言渡又ハ同法第２７条ノ７第２項後段ノ規定ニ依ル刑ノ一部ノ執行猶予ノ言渡ヲ

取消サレタルトキハ取消ノ月ノ翌月ヨリ刑ノ執行ヲ終リ又ハ執行ヲ受クルコトナキニ

至リタル月迄之ヲ停止ス 

第２９条第１項中「懲役又ハ禁錮ノ刑」を「拘禁刑」に改め、同条第２項中「禁錮」

を「拘禁刑」に改め、同条に次の２項を加える。 

第１項ノ規定ニ拘ラズ扶助料ヲ受クル者３年以下ノ拘禁刑ニ処セラレ刑法第２７条第

２項後段ノ規定ニ依ル刑ノ全部ノ執行猶予ノ言渡又ハ同法第２７条ノ７第２項後段ノ

規定ニ依ル刑ノ一部ノ執行猶予ノ言渡ヲ取消サレタルトキハ取消ノ月ノ翌月ヨリ刑ノ

執行ヲ終リ又ハ執行ヲ受クルコトナキニ至リタル月迄扶助料ヲ停止ス 

前項ノ規定ハ拘禁刑以上ノ刑ニ処セラレ刑法第２７条第２項前段ニ規定スル効力継続

期間又ハ同法第２７条ノ７第２項前段ニ規定スル効力継続期間中ノ者ニ扶助料ヲ給ス

ヘキ事由発生シタル場合ニ付之ヲ準用ス 

 （熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部改正） 

第２条 次に掲げる条例の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

(1) 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号）第１ 

５条の５の２第３号及び第４号並びに第１５条の５の３第１項第１号及び第５項第１  

号 
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(2) 熊本県職員等退職手当支給条例（昭和２８年熊本県条例第５６号）第１３条第１ 

項第１号及び第５項第２号、第１４条の見出し、同条第１項第１号、第１５条第１項

第１号並びに第１７条第４項 

(3) 熊本県立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第１９号）第１６ 

条の２第３号及び第４号並びに第１６条の３第１項第１号及び第５項第１号 

(4) 熊本県砂防指定地管理条例（平成１５年熊本県条例第２９号）第１３条 

(5) 熊本県控除対象特定非営利活動法人の指定の基準、手続等に関する条例（平成２ 

６年熊本県条例第４８号）第６条第１号イ 

（熊本県職員の分限に関する条例の一部改正） 

第３条 熊本県職員の分限に関する条例（昭和２６年熊本県条例第４４号）の一部を次の

ように改正する。 

第８条第１項中「禁錮以上の刑」を「拘禁刑」に改める。 

 （熊本県税条例等の一部改正） 

第４条 次に掲げる条例の規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

(1) 熊本県税条例（昭和２９年熊本県条例第２８号）第７４条及び第７６条 

(2) 熊本県統計調査条例（昭和３０年熊本県条例第１９号）第１４条及び第１５条 

(3)  熊本県ふぐ取扱条例（昭和３３年熊本県条例第２７号）第１１条 

(4) 熊本県迷惑行為等防止条例（昭和３９年熊本県条例第５８号）第１３条、第１４ 

条、第１５条第２項及び第１６条第２項 

(5) 熊本県屋外広告物条例（昭和３９年熊本県条例第６６号）第２９条 

(6)  熊本県少年保護育成条例（昭和４６年熊本県条例第３０号）第２１条第１項及び 

第２項 

(7) 熊本県自然環境保全条例（昭和４８年熊本県条例第５０号）第３９条から第４０ 

条の２まで 

(8) 熊本県動物の愛護及び管理に関する条例（昭和５５年熊本県条例第４１号）第１ 

７条 

(9) 熊本県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（昭和６０年熊本県条例第４３号） 

第１６条 

(10) 拡声機による暴騒音の規制に関する条例（平成２年熊本県条例第５６号）第１０

条第１項 

(11) 熊本県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成１６年熊本県条例第１９号）

第５６条及び第５７条 

(12) 熊本県暴力団排除条例（平成２２年熊本県条例第５２号）第３５条 

(13) 熊本県行政文書等の管理に関する条例（平成２３年熊本県条例第１１号）第４０ 
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条 

(14) 障害のある人もない人も共に生きる熊本づくり条例（平成２３年熊本県条例第３

２号）第２４条 

(15) 熊本県いじめ調査委員会条例（平成２５年熊本県条例第６４号）第９条 

(16) 熊本県いじめ防止対策審議会条例（平成２６年熊本県条例第３５号）第１０条 

(17) 熊本県行政不服審査会条例（平成２７年熊本県条例第６０号）第１１条 

(18) 熊本県情報公開・個人情報保護審議会条例（平成３１年熊本県条例第９号）第１

８条 

(19) 熊本県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年熊本県条例第４４号）附

則第６項及び第７項 

 （熊本県立自然公園条例の一部改正） 

第５条 熊本県立自然公園条例（昭和３３年熊本県条例第４５号）の一部を次のように改

正する。 

  第２４条第３項第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

第５５条から第５７条までの規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（熊本県生活環境の保全等に関する条例の一部改正） 

第６条 熊本県生活環境の保全等に関する条例（昭和４４年熊本県条例第２３号）の一部

を次のように改正する。 

  第１００条及び第１０１条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

  第１０２条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改め、同条第２項中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」 

に改める。 

  第１０３条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （熊本県心身障害者扶養共済制度条例の一部改正） 

第７条 熊本県心身障害者扶養共済制度条例（昭和５４年熊本県条例第４１号）の一部を

次のように改正する。 

  第１１条第２号中「懲役又は禁固の刑」を「拘禁刑」に改める。 

 （熊本県地下水保全条例の一部改正） 

第８条 熊本県地下水保全条例（平成２年熊本県条例第５２号）の一部を次のように改正

する。 

  第４５条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

  第４６条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改め、同条第２項中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」

に改める。 

  第４７条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （熊本県風俗案内業の規制に関する条例の一部改正） 
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第９条 熊本県風俗案内業の規制に関する条例（平成３０年熊本県条例第５８号）の一部

を次のように改正する。 

  第４条第２号中「懲役」を「拘禁刑」に改め、「若しくは禁錮の刑」を削る。 

  第２０条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によるこ

ととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例に

よることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を

改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）第２条の

規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧刑法」と

いう。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下

この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（

有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（

以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれそ

の刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘

留とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によること

とされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によ

ることとされる人の資格に関する規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は

無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に

処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみな

す。 

 （熊本県一般職の職員等の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に

関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例（以下これらを「刑法等一部改正

法等」という。）の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪

につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の熊本県一般職の職員等の給与に

関する条例第１５条の５の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第５項（第３号

に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴
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をされた者とみなす。 

 （熊本県職員等退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められてい

る罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の熊本県職員等退職手当支給

条例第１３条第１項及び第５項、第１４条第１項（第１号に係る部分に限る。）並びに

第１７条第４項並びに熊本県職員等退職手当支給条例第１７条第３項の規定の適用につ

いては、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

（熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

７ 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められてい

る罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の熊本県立学校職員の給与に

関する条例第１６条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第５項（第３号に係

る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をさ

れた者とみなす。 

 （熊本県職員の分限に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

８ 懲役又は禁錮に処せられた者に係る第３条の規定による改正後の熊本県職員の分限に

関する条例第８条第１項の規定の適用については、懲役又は禁錮に処せられた者は、そ

れぞれ拘禁刑に処せられた者とみなす。 

（規則への委任） 

９ この附則に規定するもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、

規則で定める。 

（提案理由） 

刑法（明治４０年法律第４５号）の一部改正に伴い、関係条例の規定を整備する必要が

ある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 


